
（様式１－３） 

福島県（葛尾村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成２８年７月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 6 事業名 農山村地域復興基盤総合整備事業（農業水利施設等保

全再生事業）葛尾地区 

事業番号 (5)-39-1 

交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村(直接) 

総交付対象事業費 （33,779（千円））

48,626（千円）

全体事業費 （33,779（千円））

48,626（千円）

帰還環境整備に関する目標 

葛尾村では、平成 27 年 12 月までに環境省による農地等除染が完了し、昨年度の米の実証栽培では、全

量基準値未満という結果が得られるなど本格的な営農再開に向けた動きがみえてきた。 

しかしながら、本村の総面積の約 8 割を占める山林は未除染であり、山林からの沢水等を農業用水とし

て頼らざるを得ない地理的状況から、放射性物質の影響を不安視する農業者は多く営農再開の支障にもな

っている。 

そのため、村が目指す平成 29 年度の本格的な営農再開に向けて、放射性物質による汚染の影響を低減す

るための諸条件等について調査を行い、農業者等へのリスクコミュニケーションを実施することにより、

農業者の不安を軽減させ営農再開意欲を高めることで、村の農業を再生させ住民の帰還促進を図る。 

事業概要 

平成 27 年度に、村内 10 箇所の農地において、水や土壌に含まれる放射性物質濃度、濁度、SSを測定し、

農業用水における放射性物質の現状調査を実施したところ、農作物に吸収される可能性のある溶存態セシ

ウムが存在し、懸濁態セシウムとともに水田土壌を汚染することが判明した。また、豪雨やイノシシ等に

よる掘り起こしにより濁度が上昇した際に、放射性物質濃度も上昇することが明らかとなった。 

以上のことから、平成 28 年度は、水田内水路や濁水流入抑制調査等により放射性物質の影響低減条件調

査を行い、各地域の諸条件を踏まえたリスクコミュニケーション資料を作成する。 

●業務内容：調査・試験・分析（水田内水路設置調査、濁水流入抑制調査等） 

●葛尾村復興計画（第１次） 

 ２－１⑥（３）放射性物質除去・低減技術開発事業 

 安全安心な農林水産物を生産するため、農業総合センターを中心に国や大学との連携を図りながら、実

証試験のなかで放射性物質除去・低減等の技術開発を進める。 

●かつらお再生戦略プラン 

（３）２）②試験栽培等による安心・元気の発信 

  ア）試験栽培の拡大と安全発信・交流の促進 

放射性物質の農作物への吸収を抑制する資材の導入促進や放射性物質の影響を受けない水源への

転換を図るなど安全で安心な栽培環境整備を図ります。 

当面の事業概要 

＜平成２８年度＞ 

調査・試験・分析（水田内水路設置調査、濁水流入抑制調査等） 

地域の帰還環境整備との関係 

当村の基幹産業は農業であり、地域が再生し復興するためには、農業の再生・復興が必要不可欠である。



本事業導入により農業者等へのリスクコミュニケーションを行い、農業者が営農再開に取り組む意欲を向

上させることによって住民の帰還を促進させ、営農再開による村全体の農業振興並びに地域再生を図る。 

関連する事業の概要 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体 

基幹事業との関連性 



（様式１－３） 

福島県（葛尾村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成２８年７月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 27 事業名 葛尾村帰還再生生活道路整備事業 事業番号 (2)-18-3 

交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村（直接） 

総交付対象事業費 （115,199（千円））

263,131(千円)

全体事業費 （115,199（千円））

263,131(千円)

帰還環境整備に関する目標 

葛尾村では、村民の帰還に向けた生活再建の道筋をつけ、「魅力と希望のある葛尾村」を復興再生してい

くため「かつらお再生戦略プラン」を平成 26 年 6 月に策定した。 

上記計画中、「放射能安全対策」として、「放射能に対して安心で、快適な生活環境を構築するための各

宅地内の環境整備（花壇の整備、宅地の進入路の舗装、住宅裏手の側溝の整備等）」を掲げていることから、

避難指示解除後、一人でも多くの村民の帰還を促すため、帰還再生生活道路整備事業を行う。 

事業概要 

村民の低線量放射線への不安を払拭し、安心して帰還できる生活環境道を整えることを目的とし、放射

線を遮蔽する措置として、公道と住居をつなぐ生活道路について、舗装工事を希望する村民に対し、村が

舗装工事を実施する。 

当面の事業概要 

＜平成２８年度＞ 

生活道路舗装整備工事を希望する村民に対し、舗装工事を実施する。 

＜平成２９年度＞ 

 前年度と同様。 

地域の帰還環境整備との関係 

生活環境道路の舗装整備を行うことにより、再汚染の防止効果が期待でき、住民の放射線不安の払拭を

図る。 

除染後も、継続して丁寧な放射能汚染対策を進めることにより、子育て世代も含む幅広い世代の帰村を

促すことにつながり、葛尾村の再生・復興に資するものである。 

関連する事業の概要 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体 

基幹事業との関連性 



（様式１－３） 

福島県（葛尾村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成２８年７月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 32 事業名 胡蝶蘭栽培施設敷地造成事業 事業番号 ◆(5)-42-2-1 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村(直接) 

総交付対象事業費 58,674（千円） 全体事業費 58,674（千円）

帰還環境整備に関する目標 

震災前の葛尾村では、水稲、畜産、葉たばこを中心に農業が営まれてきたが、原発事故を受け、風評被

害や後継者の流出など営農環境が大きく変わった。離農を考える農家もいる一方で、村としても営農再開

に向けた様々な取り組みを実施し、各部門の活動が少しずつ増えてきたところである。 

このような中、水稲、畜産等を営んでいた農業者等から風評被害の影響を受けにくい作物への経営転換

を図り、胡蝶蘭栽培を始めたいという要望が村に寄せられ、村としても、村の復興計画で掲げる農業施策

の方針に基づき、意欲のある農業者等を支援していくこととなった。 

村の基幹産業である農業の再生には、村の農業を担っていく意欲ある農業者の確保が重要であることか

ら、意欲ある農業者を園芸専業農家として育成し、将来的な胡蝶蘭の地域ブランド化を目指すことで、村

全体の農業振興を図ることを目標とする。 

当事業により上記施設を整備するための造成工事を行う。 

事業概要 

●事業内容 

・測量設計   5,691,600 円 

・造成工事  52,981,560 円 

なお、施設本体の建設等は、福島県から申請予定となっている。 

※復興計画等への位置づけ 

●かつらお再生戦略プラン 

（３）２）安心農業基盤・体制の強化プロジェクト 

② イ）放射能被害に強いハウス栽培等の推進や新たな付加価値型作物への挑戦 

  ハウス栽培、水耕栽培等、放射能の影響がなく、風評被害の影響を受け難い新しい栽培体制の確立を 

図ります。 

（３）４）再生可能エネルギーを活かした地域活性化プロジェクト 

②イ）地域資源を活用した多様な再生可能エネルギー等の取り組みの拡大 

太陽光発電の農業・農地利用等については、土地の有効活用、収益向上、熱源等を活かした農業振興

等、様々な効果が期待されていることから、営農しながら導入可能なソーラーシェアリングの導入や、

ハウス栽培・植物工場等への活用等を検討していきます。 

●農業再生事業化計画「美しい農がある風景を再び かつらお」 

４．農業再生への道のり 

（１）第１段階「誰もが農地へ戻れる環境整備」 

 高収入作物として、花きの導入に向けて、新規栽培者及び新規参入者を確保するとともに、先端技

術を活用した生産施設を整備し、共同での生産活動を支援します。 

（２）第２段階「新たな営農の展開」 

 共同生産で技術を習得した花き生産者に対し、新たな施設での生産を支援します。 



（３）第３段階「農業の将来像」 

 風評被害の少ない野菜のハウス栽培及び先端技術を活用した施設花き栽培を拡大しながら、園芸専

業農家を育成し、産地形成を進めます。 

当面の事業概要 

＜平成２８年度＞ 

測量設計、造成工事

地域の帰還環境整備との関係 

当村の基幹産業は農業であり、地域が再生・復興するためには、農業の再生・復興が必要不可欠である。

当事業により胡蝶蘭栽培施設が整備されれば、今後村の農業を担っていく意欲ある農業者の帰還が促進さ

れるとともに村全体の農業振興並びに地域再生を図ることができる。 

関連する事業の概要 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 (5)-42 

事業名 胡蝶蘭栽培施設整備事業 

交付団体 福島県 

基幹事業との関連性 

基幹事業により整備する胡蝶蘭栽培施設の敷地造成工事であり、基幹事業の目標達成に必要不可欠な事

業である。 



（様式１－３） 

福島県（葛尾村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成２８年７月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 33 事業名 葛尾村復興交流館整備事業 事業番号 (5)-44-1 

交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村(直接) 

総交付対象事業費 １８,３８０（千円） 全体事業費 １８,３８０（千円）

帰還環境整備に関する目標 

復興交流館は、平成２７年４月に住民参加の上で策定された「葛尾村中心拠点等整備計画」において、

村の中心的な機能を担う中心拠点の中で、復興のシンボルとして位置づけられている施設である。復興交

流館整備の目標について以下２つに分けて記す。 

① 村内の主要１６団体を集めた復興交流館検討会を３回にわたり開催した結果、復興交流館の活用方針

として「村内・村外の人々の交流」、「情報発信」、「各種イベントの開催」、「放射線検査」の４つが挙

げられた。これらの活用方針に沿って、人口減少著しい葛尾村の帰村人口・交流人口・移住人口拡大

を目指す。 

② 葛尾村では村民と山との関わり合いが深く、現存する民家の多くは近隣の山林で伐採された木材を用

いて建築されてきたが、その多くは東日本大震災の影響で解体を余儀なくされており、今後、地域材

を使った建築物が減少する見込みである。今回、葛尾村の中心拠点に復興のシンボルを地域材で建築

することで、村民に木造建築物の魅力を再認識してもらうとともに、地域材活用へのモチベーション

を向上させることを目指す。なお、古民家の解体の際に出る葛尾村の木で作られた古材の活用も検討

している。 

事業概要 

「村内・村外の人々の交流」、「情報発信」、「各種イベントの開催」、「放射線検査」等の機能を備えた施

設を葛尾村の中心拠点である落合地区に木造で整備する。また、地域に賦存する資源を有効活用し、付帯設

備として施設に必要な電力を補うための太陽光発電設備等再生可能エネルギー設備の設置を行う。 

延べ床面積 ７００㎡ 

実施設計費 １８３８０千円 

※復興計画等への位置づけ 

 「葛尾村中心拠点等整備計画」 

  P62（２）中心拠点に求められる機能の方向性 

  １）復興交流館（村民の交流や生活支援の拠点）求められる役割 

   ・便利情報や葛尾村の文化を発信するホットな情報拠点 

   ・放射能を知り学べる生涯学習の場 

「かつらお再生戦略プラン」 

Ｐ56（３）４）②ウ）農業・畜産・林業に係る資源の村内循環システムの構築 

・施設栽培や畜産施設等の電力や熱源として再生可能エネルギーをこれまでの村の経済を支えてきた

「農業」「畜産」「林業」の生産施設への導入促進を図ります。 

P58（３）４）③ア）地域の放射能被害の監視と自然・生物資源の保護を図る拠点施設の整備 

・自然環境の再生・回復を目的とした放射能の自然環境への影響を継続的に調査・研究を行う拠点 

施設の誘致を図ります。 



当面の事業概要 

＜平成２８年度＞ 

実施設計 

＜平成２９年度＞ 

土地造成、建築工事 

地域の帰還環境整備との関係 

当村の基幹産業は農林業であり、地域が再生し復興するためには、農林業の再生・復興が必要不可欠で

ある。本事業導入により、復興のシンボルとして地域材を活用した施設を整備し、交流・移住人口の拡大、

放射能に係る不安を払拭させることで、農林業者の再開意欲を向上させ住民の帰還を促進及び地域再生を

図る。 

関連する事業の概要 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体 

基幹事業との関連性 


